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研究要旨 

 我が国の医療制度はフリーアクセスと自由開業制を特徴とすることから、診療報酬を除き、医療

費をコントロール可能とする仕組みを内蔵していない。そのため、都道府県レベルで地域医療構想

による病床数の適正化に加えて、被保険者の受療情報を保有する医療保険者が、その構成員の健康

リスクの構造に適合した保健施策を展開することが必要となる。 

 本研究は、「医療・介護保険サービスの質と量を適切に保ち、かつ国民の健康寿命の延伸と費用抑

制を両立させ、皆保険制度を維持するためにはどのような方法論があるのか」の問題提起に対して、

筆者らが展開してきた実績を基に、(1)医療保険者の機能拡大の観点から、「データヘルス」の中で

の「糖尿病性腎症重症化予防」の展開方法（一連の PDCA）の一つの方法論について示すとともに、

(2)「糖尿病性腎症重症化予防事業」を後期高齢者に拡大していくための新たな方法を探る。 

 結果として、①2010 年から筆者らが自治体と共同で取り組んできた「糖尿病性腎症重症化予防」

について、その背景とともに説明し、「自律的に構築された医療者チームがリスクの高い人を適切

に抽出し、予防的に治療・看護を提供し、需要と供給をコントロールし、医療保険者が適切な評価

指標をもってベンチマークする仕組み」を提示した。②「糖尿病性腎症重症化予防」の大きな枠組

みである「データヘルス」を展開する方法：PDCAサイクルに沿って、一つの展開方法を示した。レ

セプトや健診データ等を用いたプロアクティブな方法（発症・重症化しやすい人を予測的に特定し

て介入する）を複数示した。また、③レセプト等のデータ分析結果に基づき、「高齢者の保健事業と

介護予防の一体的実施」の中でも実施可能な「糖尿病性腎症重症化予防」の対象者抽出と実施方法

について提案した。 

医療保険者が有する健康情報（レセプトや健診データ、基本チェックリストなど）を詳細に分

析することにより、保健事業（特に、糖尿病性腎症重症化予防事業）を実施すべき後期高齢者が

明確となることが示された。また、抽出された者に対して、そのリスク特性に応じた保健事業を

実施することで効果を示すことが可能となる。「糖尿病性腎症重症化予防」を「高齢者の保健事業

と介護予防の一体的実施」の中で/併せて実施するためには、フレイル・スクリーニング結果と健

診や疾病情報を組み合わせ、より重症化しやすく、結果として高額な医療費使用につながる対象

者、特に心不全（利尿薬を含めた心不全治療薬の使用者）や降圧薬使用中の高血圧者、認知症を

含む精神疾患、脳卒中や虚血性心疾患の既往歴を有する者を的確に抽出することが重要であるこ

とが示された。 

 さらに、介護予防（フレイル対策）と組み合わせる場合の、医療保険者として必要な評価指標

も示された。 



A．研究目的 

 

 筆者らが展開してきた実績を基に、（１）医療保険者の機能拡大の観点から、「データヘルス」注１

の中での「糖尿病性腎症重症化予防」の展開方法（一連の PDCA）の一つの方法論について示すとと

もに、（２）「糖尿病性腎症重症化予防事業」を後期高齢者に拡大していくための新たな方法を探る。 

 提起する問題は、以下である。 

「医療・介護保険サービスの質と量を適切に保ち、かつ国民の健康寿命の延伸と費用抑制を両立

させ、皆保険制度を維持するためにはどのような方法論があるのか」 

 

注１：データヘルスとは、医療保険者が電子的に保有された健康医療情報の分析を行った上で行う、加入者

の健康状態に即したより効果的・効率的な保健事業を指す。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/hokenjigyou/index.html 

 

B．研究方法 

 

研究デザイン：筆者らの既存資料を用いた質的記述的研究 

実施手順：提起した問題について、一つの方法論を記述・提案する。 

（１）2010年から筆者らが自治体と共同で取り組んできた「糖尿病性腎症重症化予防」につい

て、その背景とともに説明する。 

（２）現在、この事業の大きな枠組みである「データヘルス」を展開する方法：PDCAサイクルに

沿って、取り組んできた研究内容を記述する。 

（３）レセプト等のデータ分析結果に基づき、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」注２の

中でも実施可能な「糖尿病性腎症重症化予防」の方法論について提案する。 

 

注２：「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」とは、高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな

支援を実施するため、後期高齢者の保健事業について、後期高齢者医療広域連合と市町村の連携内容を明示

し、市町村において、介護保険の地域支援事業や国民健康保険の保健事業と一体的に実施すること 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/hokenjigyou/index_00003.html 

https://www.mhlw.go.jp/content/000619365.pdf 

 

C. 研究結果 

 

１．「糖尿病性腎症重症化予防」の背景：我が国の医療制度の弱点と医療保険者の機能拡大の新た

な方法論の必要性１－３） 

 

発症・重症化予防を主眼にしたプロアクティブな制度設計の必要性 

 我が国は、「住民のかかりつけ医への登録制」に基づくプライマリ・ケア制度を採用しておら

ず、住民が、医療が必要と自身で判断したときに自由に医療機関を選択して受診する「フリーア

クセス」を特徴とする医療制度を採用している。医療サービスの需要と供給のバランスをコント

ロールする仕組みが内蔵されていないことから、医療費の増加を招きやすい構造となっている。



医療費の適正化については、都道府県レベルで地域医療構想による病床数の適正化が進められて

いるが、調整は困難な状況にある。 

筆者らは、医療費の支払いに責任を持つ医療保険者に焦点を当て、医療者の有する専門的な技

術を用いて、疾病の発症・増悪を予防し、計画外の入院や透析等を回避することで医療費を適正

化に貢献し、結果的に住民（被保険者）の QOLの向上を図ることを目指して研究・実践活動を行

ってきた。目指すは、自律的に構築された医療者チームがリスクの高い人を適切に抽出し、予防

的に治療・看護を提供し、需要と供給をコントロールし、医療保険者が適切な評価指標をもって

ベンチマークする仕組みである（図１）。 

 この仕組みを構築するためには、次の要素が必要となる。 

① 被保険者の医療費使用の構造、疾病構造の特徴等の分析 

② ハイリスク者を特定する方法論の構築（同時に異なるリスク集団の抽出） 

③ ハイリスク者のニーズアセスメント及びサービスマッチングの仕組み→高度ケースマネジメ

ントの実施者（看護師）の配置 

④ ハイリスク者（同時に異なるリスク集団）への介入方法の構築 

例えば、糖尿病腎症重症化予防など 

⑤ かかりつけ医療機関を中心としたサービスの強化と医療保険者との連携の強化 

⑥ 事業の実施評価と Cost-savingに成功した実施者への成功報酬の仕組み 

⑦ これら全体をマネジメントする行政職の存在 

 

 

（文献１を基に作成） 

 

 これが、厚生労働省が打ち出す「データヘルス」であり、以下（図２）の PDCAサイクルを用い

る。住民登録制を基盤としたプライマリ・ケア制度を採用する諸外国との違いは、 

・ 諸外国は全国の医療機関が一つのシステムでつながる電子カルテシステムを用いて、重症化の

ハイリスク者や特定の疾病のリスクを有する者を抽出して、これらリスク者全員に対してプラ

イマリ・ケア医療機関が直接、予防的ケアや治療を展開できる点にあるのに対して、 



・ 日本はこの仕組みを有しないことから、（健診・治療の）未受診者、治療中断者、不適切な医

療資源使用者（適切な場所で、適切な治療を受けていない者、または専門性が異なる医療機関

への受診による治療の未実施）を医療保険者がレセプトや健診データを用いて抽出する仕組み

の構築が必要である。 

 

 

図２ データヘルス計画：PDCAサイクル（出典：株式会社データホライゾン） 

 

 医療サービス提供システムの転換の必要性：上記をまとめると、図 3に示すように、「症状が発

症・悪化してから住民自身の判断で医療機関を受診する」現在の仕組み（リアクティブ）から、

「発症・悪化する前にリスクをキャッチして、対策を講じる仕組み」（プロアクティブ）への転換

が必要となる。 

 

図 3 発症・重症化予防によるプロアクティブな医療（文献３ 最終報告会：森山資料から抜粋） 



２．「データヘルス」を展開する方法：PDCAサイクル 

 

１）医療費の使われ方の概要とリスク層に応じた施策（医療サービス）の提供 

 医療保険者は、全体の分析をまず行い現状を把握し（図４）、次に特定のリスク群（心不全や腎

不全など）に焦点を当てて、個別の対策を探るための分析を行うことができる。対策はさまざま

な角度から可能であり、①国との連携/自治体との連携によるコンロトール規制法律の策定（たば

こや塩分、トランス脂肪酸など）、②医師会・病院協会・専門学会との連携による適正な薬剤の使

用のガイドライン作成、③学校保健や母子保健、地域保健（福祉協議会を含む）と連携したハイ

リスク集団の特定と介入施策の実施、④健診（項目数の追加）、フレイルチェックリスト、非公的

団体（民生委員や地区の見守り担当者等）との連携によるハイリスク者抽出と介入施策の実施、

そして、⑤レセプトや健診データなどを用いた発症・重症化予防がある。 

 

（１）医療費全体の構造分析４－９） 

 医療費全体の構造分析では、３つの方法論を例示した。医療・介護レセプト分析、健診データ

の分析と医療機関等からの紹介による医療・介護に焦点を当てた発症・重症化予防（その１）、人

のライフステージ（生涯発達）の視点から、それぞれの発達段階で発症数の多い、高額の医療費

を使用する、不幸な転帰を取る集団の特定や施策の実施（その２）、そして、年齢・性別の平均と

比較しての医療費の使われ方・全体の医療費介護費へのインパクトによる対象者抽出の方法（そ

の３）などがある。 

 

図 4-1 医療費の構造分析の結果に基づいた適合した施策の立案：その１（文献４） 

 



 

図 4-2 医療費の構造分析の結果に基づいた適合した施策の立案：その２ 

（筆者が、複数の医療保険者から依頼を受けて分析した結果を基に作成。多くは公開不可） 

 

 

図 4-3 医療費の構造分析の結果に基づいた適合した施策の立案：その３（文献４） 

 

（２）特定のハイリスク群（糖尿病腎症関連）に焦点を当てた分析 

 複数の医療保険者（後期高齢者医療制度）における医療費（後期高齢レセプト）分析では、合

計入院医療費（カッコ内は患者数順位）において、脳卒中：第 2位（第 4位）、慢性腎不全：第 3

位（第 8位）、心不全：第 4位（第 1位）となる（広島県呉市 H26年度）。 

 糖尿病腎症に関連し、レセプト分析（広島市（国保・後期）：H28年度）により個別にみていく

と、ステージ別では図５のようになる。※広島県呉市（H26年度）も同様の結果 
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① 糖尿病腎症ステージごとの人数割合 

病名や医療行為（診療報酬点数）、診療ガイドラインに照らし合わせた使用薬剤から推定された

患者数の割合は、「ステージ G5：18.1%」「ステージ G4相当：32.8%」「ステージ G2-G3相当：

49.2%」である（図５）。 

 

 

図５ レセプトから推測される糖尿病腎症のステージごとの人数（文献７） 

 

② 慢性腎不全（主病名か否かは問わない）にかかる医療費 

・ 外来総額：総外来医療費の 13.1%、うち 65歳以上者による割合 83.1% 

・ 入院総額：総入院医療費の 9.9%、構成割合は「65-74歳」23.5％、「75-84歳」38.9％、「85歳

以上」29.6％ 

・ 後期高齢者（75歳以上）の使用割合が高い。 

 

③ 慢性腎不全入院患者の重症者（高度救命・集中治療利用者）の状況 

・ 高度急性期医療の使用状況（人工心肺、人工透析、モニター使用による集中管理、カテーテル

治療など高度急性期医療に関する診療報酬加算のレセプトがある者）は、慢性腎不全にかかる

入院医療費全体の 8.5％を使用 

・ レセプト上「転帰：死亡」の記載のある者のうち、慢性腎不全患者の割合は 9.1％。このう

ち、85歳以上の者は 52.6％を占めた（病院で死亡）。 

 

④ 慢性腎不全患者の併存病名 

・ 慢性腎不全患者の入院レセプト併存主病名で多い疾患 

第 1位：心不全（41.5%）、第 2位：狭心症（29.1%）、第 3位：インスリン非依存性糖尿病

（26.1%）※、第 4位：肺炎（19.9%）、 

第 5位：本態性高血圧（17.6%）、第 6位：脳梗塞（16.6%） 

※ 第 9位：詳細不明の糖尿病を含めると 37.5%、糖尿病は第 2位となる。 

・ 慢性腎不全患者（入院・外来）の併存疾患で多い疾患 

第 1位：糖尿病※、第 2位：本態性高血圧、第３位：心不全 

 

⑤ 人工透析患者の併存病名（呉市 H26年度） 

・ 64歳以下 

第 1位：高血圧症、第 2位：整形外科疾患（骨折以外）、第 3位：心不全、 

糖尿病腎症透析予防指導管理料（腎不全指導管理料加算なし）

or病名

計7,425名

ステージ別請求点数 239,737,555点

患者一人当たり請求点数32,288点

計2,727名

ステージ別請求点数1,433,082,362点

患者一人当たり請求点数525,516点

糖尿病腎症透析予防指導管理料（腎不全指導管理料加算あり）

or腎不全合併症治療薬

or病名

G5

G4相当

G2-G3相当

透析

or病名

計4,948名

ステージ別請求点数 445,280,466点

患者一人当たり請求点数89,992点



第 4位：糖尿病、第 5位：脂質異常症、第 6位：虚血性心疾患、 

第 7位：高尿酸血症、第 8位：精神疾患、第 9位：悪性新生物、 

第 10位：脳血管障害 

・ 65歳以上 

 第 1位：高血圧症、第 2位：心不全、第 3位：整形外科疾患、第 4位：糖尿病、 

 第 5位：虚血性心疾患、第 6位：脂質異常症、第 7位：脳血管障害、 

 第 8位：精神疾患、第 9位：悪性新生物、第 10位：高尿酸血症 

 

２）対象者抽出の新たな方法論：Do 

（１）    者に向けた糖尿病腎症重症化予防の対象に  ての示唆 

 上記、レセプトの分析結果からは、65歳以上又は後期高齢者の糖尿病腎症の対策（抽出基準）

は、①糖尿病腎症のステージ分類（進行速度も含む）に加えて、②心不全の合併者（特に利尿薬

を含めた心不全治療薬の使用者）を抽出すること、③降圧薬使用中の高血圧の合併者、④認知症

を含む精神疾患を有する者を抽出することが必要となることが読み取れる。また、⑤虚血性心疾

患や脳血管障害（特に脳梗塞）発症者を有する者も対象となる。 

 

（２） 工 能を活 した対象者の抽出３） 

 人工透析への移行予防（糖尿病性腎症重症化予防）の対象者の選定にあたっては、糖尿病の病

名を有する患者のみを対象にしがちである。一方で、レセプト分析の結果からもわかるように、

精神疾患や悪性新生物、整形外科疾患を有する者も多く透析に移行している（糖尿病の傷病名が

付いていない、または主病名でないことから抽出されていない場合がある。）。これらハイリスク

者を確実に抽出するためには、広くかつ複数の要因を組み合わせながらスクリーニングを多なう

こと、つまり人工知能（AI）の活用が有効である（図６）。 

 

図６ プロアクティブな重症化予防の実現に向けて（文献３：最終報告会資料（森山）抜粋） 
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また、過去・現在の生活習慣や地理的要因、社会的決定要因も重要な予測因子となる。これら

の因子を投入することにより、（現在は発症・重症化していなくても）将来予測により対象者を抽

出することが可能となる（図７）。 

 

図７ リスク予測に関連する要因（文献３：最終報告会資料（森山）抜粋）） 

 

 

３．「  者の保   と  予防の 体的実施」に 致した「糖尿病性腎症重症化予防」の今 

の方向性 －１４） 

 

１）リスク階層に る保 施策の実施  

レセプト等の分析結果によるリスク階層化に基づいた保健施策は、図８に示すような施策が可

能である。 

●医療費を最も使用する「高リスク群」（救急・集中医療利用や頻繁な入退院、多剤など） 

→対象者の総合的なアセスメントとサービス調整（ケースマネジメント）、疾病管理教育、療

養場所・看取り場所・療養の仕方・看取られ方についての意思決定支援（図９） 

●医療費を中等度に使用する「中リスク群」（合併症管理・定期受診を必要とする慢性疾患等） 

→対象者の総合的なアセスメントと疾病管理教育（重症化予防対象者） 

●介護リスクを有し、疾病の発症リスクを有する「低リスク群」（フレイル、メタボリック症候

群など）（図１０） 

→対象者の総合的なアセスメントと予防的な健康教育、サービス調整など 

 



 

図８ 被保険者集団のリスク階層化における保健施策の例（文献１１） 

 

 

図９ 高リスク者への保健事業の一例：高度ケースマネジメント（文献１２，１３） 
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２）「  者の保   と  予防の 体的実施」：糖尿病腎症重症化予防と  イル対策を 体

 せたプログラムの提  

 

 表１は、筆者らが広島県呉市で実施したフレイル事業「健康サポートつながり事業」の対象者

の概要（フレイルと抽出されるに至った大きなカテゴリーでみた場合の要因）である１２－１３）。こ

の事業は、基本チェックリスト（フレイルチェックリスト）で 3領域にトリガーされた 65歳以上

高齢者を抽出し、看護師が家庭訪問により総合的なアセスメントを実施し、その原因や状況・症

状に応じて適切なサービス（医療、介護、地域包括、地域保健事業、インフォーマルサービスな

ど）につなげるとともに、本人・家族に疾病管理教育や家族等環境調整を行うものである。オペ

レーターが電話で、サービスに確実につながったかどうかのフォローアップを行う（図１０）。 

 

 

図１０ フレイル対策：呉市「健康つながりサポート事業」の概要（文献 12, 13） 

 

 表１に示すように、基本チェックリストでトリガーされた対象者の約半数は慢性疾患の疾病管

理の不足/適切な管理が行われていないことから症状悪化が起こっており、フレイル状態を引き起

こしていた/フレイルを合併していた。つまり、フレイルの原因/併存状態として糖尿病などの慢

性疾患の存在注３があるということである。 

注３：例えば、糖尿病の足病変や神経障害、痛みのため外出ができない、COPD の息切れ、がん転移の圧迫

骨折や膝関節疾患のため外出ができない（IADE や閉じこもりがトリガー）、 

 

 

 



表１ 基本チェックリスト（3領域）にトリガーされた対象者の背景（重複あり） 

 

（文献１２，１３） 

 

３）    け医   の活 に る 体的実施の提 １ ） 

 後期高齢者の地区健診の中に、高額医療費を使用することにつながるハイリスク者（脳卒中、

心不全、慢性腎不全、大腿骨骨折、肺炎（低栄養など））とフレイルのハイリスク者を抽出する項

目を追加し、従来の健診項目（血糖値や HbA1c、尿たんぱく）の結果を組み合わせることで、後期

高齢者の「糖尿病性腎症重症化予防」対象者を抽出することが可能となる。後期高齢者の健診受

診率は低いことから（呉市（後期）：H27年度 4%））（一方で、外来受療率は 80%）、かかりつけ医と

連携し、フレイルのスクリーニングと健診結果（または診療での検査結果）を組み合わせること

で、適切に対象者を抽出することが可能となる（図１１）（地区健診にフレイルのスクリーニング

を組み込めば、医療保険者独自でも抽出可能）。 

 

図１１ 保健事業と介護予防の一体的実施の方法論（案） 

 

４．糖尿病性腎症重症化予防の  方法に  て 

 

 「糖尿病性腎症重症化予防」の評価方法と項目については、本研究班が出したガイドラインに

フレイルの背景 割合

①経済面の困窮 9.9%

②住宅周囲の環境不良（住宅前の道路が狭小、階段等） 28.7%

③既存疾患の悪化や管理不足（糖尿病、高血圧、肥満、慢性閉塞性肺疾患等） 48.5%

④認知機能低下、栄養状態低下、活動低下など特徴的なフレイル状態 77.2%



記載されている。加えて、筆者らは次に占める方法も用いている。 

 

１） リスク群に対する 病  の 果１６） 

 対象：呉市が国民健康保険被保険者に対して実施した、6 ヶ月間の糖尿病性腎症重症化予防プ

ログラムに参加した者。 

 評価方法・結果：2011年、2012年に実施されたプログラム参加者 105名を介入群とし、呉市在

住の介入群と同等の適格基準を満たす者 7,730名のうち、1 : 1近傍マッチングにより得られ

た 105 名を対照群とした。糖尿病の合併症である大血管障害、細血管障害、入院、救急ケア、

健康寿命（要介護 2以上の認定）について、各イベント発生までの時間を Log-rank検定、Cox

比例ハザードモデルを用いて評価した結果、これらの指標について、糖尿病性腎症重症化予防

プログラム参加者の方が統計的有意に発生期間が延長し、発生リスクが減少していた。加えて、

医療費・介護費の削減効果も観察された。 

２） リスク群に対する 度 ース      の 果９） 

 対象：呉市島嶼部在住の国民健康保険、後期高齢者医療制度被保険者。 

 高度ケースマネジメント：医療依存度が高い（頻回・長期入院、重複受診等医療サービスを多

く使用している）患者をレセプトから抽出し、入院回数や緊急搬送の減少、QOL 維持・向上を

目的に、多職種と連携しながら疾病管理を中心とした患者・家族教育、サービス調整、患者や

家族が望む療養・看取りに対する意思決定支援を行うこと。看護職が中心となって実施。 

 評価方法・結果：2015、2016年に高度ケースマネジメントを提供した 24名のうち、登録 12ヶ

月後まで生存していた者を介入群とし、同地区在住で同じ適格基準を満たす者 1,142名のうち、

1：１近傍マッチングにより得られた 17名を対象群とした。対象者は糖尿病、心不全他慢性疾

患を複数併せもっていた。登録前 12ヶ月間と登録後 12ヶ月間の医療・介護費用、サービスの

使われ方を比較したところ、費用は 2群ともに統計的有意差はみられなかったものの、介入群

の全体費用は減少傾向を示し、対照群は変化がみられなかった。入院回数は、２群ともに登録

前後で変化がみられず、緊急搬送回数も対照群は有意な変化がみられなかったが、介入群では

有意に減少していたことから、重篤な急性増悪予防効果が示唆された。介入群の QOL得点も身

体症状緩和、抑うつ傾向改善により、ほとんどの者が維持・向上を示した。 

 

D．考察 

 

ここで解説した一連の方法は、広島県呉市や大崎上島町で実施したモデルである。医療保険者が、

保有する健康関連情報を分析し、保健事業の全体像や具体的な事業を示すこと、ステイクホルダー

（関連機関）と共同しながら特定された対象者の健康リスクに合致した保健事業を実施すること、そ

して、明確な実施目的に基づいて評価を行うことで、医療保険者として「データヘルス」の展開が可

能となる。「データヘルス」を、日本の全自治体（医療保険者）が継続して実施するには、専門家の育

成や対応可能なサービス提供事業者の育成（行政内での実施も可能）、予算の確保など多くの課題があ

る。これらを一つずつ解決していくことが必要である。 

後期高齢者への「糖尿病性腎症重症化予防」の対象者は、レセプトの分析結果、フレイル事業の実

施結果から、絞り込むことが可能であり、ここで示された対象者は介入結果（高度ケースマネジメン

ト）の実施結果からも妥当と考えられ、対象者の QOLの向上、医療費の適正化につながると考える。 



E．結論 

 

医療保険者が有する健康情報（レセプトや健診データ、基本チェックリストなど）を詳細に分析す

ることにより、保健事業（特に、糖尿病性腎症重症化予防事業）を実施すべき後期高齢者が明確とな

ることが示された。また、抽出された者に対して、そのリスク特性に応じた保健事業を実施すること

で効果を示すことが可能となる。「糖尿病性腎症重症化予防」を「高齢者の保健事業と介護予防の一体

的実施」の中で/併せて実施するためには、フレイル・スクリーニング結果と健診や疾病情報を組み合

わせ、より重症化しやすく、結果として高額な医療費使用につながる対象者、特に心不全（利尿薬を

含めた心不全治療薬の使用者）や降圧薬使用中の高血圧者、認知症を含む精神疾患、脳卒中や虚血性

心疾患の既往歴を有する者を的確に抽出することが重要であることが示された。 

 さらに、介護予防（フレイル対策）と組み合わせる場合の、医療保険者として必要な評価指標も示

された。 
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